
新 潟 県 厚 生 統 計 調 査 員 設 置 要 綱

第１ 目的
この要綱は、知事が委嘱する厚生統計調査員（以下「調査員」という ）の設置。

を円滑にするとともに、県が国の委託を受けて実施する厚生統計調査の適確な実施
を図ることを目的とする。

第２ 調査員の身分
調査員の身分は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３条第３項第３

号に定める非常勤の特別職とする。

第３ 調査員の業務
、 （ ） （ ） （ 、調査員は 地域振興局健康福祉 環境 部長及び市 社会 福祉事務所長 以下

これらを「事務所長」という ）の指示を受け、次の業務を行う。。
(１) 国民生活基礎調査に関すること。
(２） その他厚生統計関係調査に関すること。

第４ 調査員の資格
調査員は、次の各号のすべてに該当する者とする。
(１） 厚生行政に関心を有し、調査員として活動できる者
(２） 地方公務員法第１６条に規定する欠格条項に該当しない者
(３） 第３に規定する業務の遂行に必要な知識及び能力を有する者

第５ 調査員の委嘱
調査員は、調査対象地区を管轄する事務所長が別紙様式により推薦し、知事が委

嘱する。

第６ 調査員の任期
調査員の任期は、調査実施の都度、別に定める。

第７ 調査員の定数
調査員の定数は、各調査実施の都度、別に定める。この場合において、世帯又は

、 。世帯員を対象とする調査にあっては おおむね５０世帯について１人を基準とする

第８ 調査員の報酬
調査員に対する報酬は、国の委託費の範囲内で別に定める。

附 則
この要綱は、昭和５６年５月１日から適用する。
附 則
この要綱は、平成元年４月１日から適用する。
附 則
この要綱は、平成２年８月１日から適用する。
附 則
この要綱は、平成８年５月１日から適用する。
附 則
この要綱は、平成１４年４月１日から適用する。
附 則
この要綱は、平成１５年４月１６日から適用する。
附 則
この要綱は、平成１６年４月１日から適用する。
附 則
この要綱は、平成１８年４月１日から適用する。
附 則
この要綱は、平成２０年４月１日から適用する。


